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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第１四半期連結
累計期間

第70期
第１四半期連結

累計期間
第69期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 94,708 110,559 435,803

経常利益 （百万円） 1,659 3,234 13,330

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,057 2,030 5,851

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,251 3,283 11,261

純資産額 （百万円） 55,889 67,306 65,148

総資産額 （百万円） 172,557 198,498 200,301

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 11.28 21.65 62.38

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.3 33.8 32.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により企業業績や雇用環境

が改善し、設備投資は回復基調で推移したものの、個人消費は消費増税による落ち込み以降、依然として先行き不

透明な状況が続きました。

当社グループを取り巻く事業環境においては、国内生産財分野では、企業の収益改善を背景にした設備需要のほ

か、省エネ性能が高い機械の導入や企業の設備投資を促す国の補助金政策が後押しし、幅広い産業において裾野の

広がりを見せ、中小企業においても設備更新需要が高まりました。海外生産財分野では、米国における受注は堅調

な経済を背景に横ばいで推移、中国においてはＥＭＳ関連での大口受注の動きが鈍化したものの中堅企業からの受

注は底堅く推移しました。一方、消費財分野では、消費増税の影響による住宅の買い控えが長引いていることから

住宅関連事業の環境は厳しく、また、季節商品の販売は、回復傾向にあるものの、そのペースは緩慢な状況で推移

しました。

このような情勢下、当社グループは、当期を最終年度とする３ヵ年中期経営計画『Ａ.Ａ.１５（ダブルエー・イ

チゴー）』の方針に基づき、新たな成長戦略を描き企業価値の一層の向上に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、110,559百万円（前年同期比16.7％増）となりました。利益

面につきましては、営業利益は3,121百万円（同、99.6％増）、経常利益は3,234百万円（同、94.9％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益は2,030百万円（同、92.0％増）となりました。

 

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

 

［生産財関連事業］

〔国内生産財事業〕

機械事業部では、円安を背景に自動車関連産業や中小企業からの受注が大きく上向いたほか、省エネルギー設

備導入補助金やものづくり補助金などの政策が後押しした結果、機械事業部の売上高は14,848百万円（前年同期

比48.7％増）となりました。

機工事業部では、工作機械需要の高まりもあり、工作機器が堅調に推移したほか、鉄骨・鍛圧関連機器や測定

機器、メカトロ機器など幅広い商品分野で需要が前年同期を上回りました。その結果、機工事業部の売上高は

32,480百万円（同、14.1％増）となりました。また、国内生産財事業全体では、売上高は47,328百万円（同、

23.1％増）となりました。

 

〔海外生産財事業〕

米国では自動車向けを中心に横ばいとなり、中国では前期に受注した大手ＥＭＳ向けの設備の納入が続きまし

た。また、ベトナムやフィリピンで日系企業向けの受注が伸びるなど、総じて前年同期を大きく上回りました。

その結果、国際事業本部の売上高は30,676百万円（前年同期比43.9％増）となりました。

 

［消費財関連事業］

〔住建事業〕

消費増税の反動減から、浴室、衛生機器の需要は横ばいで推移したものの、厨房機器は前年を下回りました。

また、太陽光発電需要が産業用を中心に大きく低迷するなど、総じて厳しい状況のなか、非住宅分野や高品質・

高付加価値商材の販売に注力した結果、住建事業部の売上高は12,952百万円（前年同期比9.1％減）となりまし

た。
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〔家庭機器事業〕

前年の消費増税後の反動減からは回復傾向のなか、レジャー用品や扇風機など季節商品の出荷は堅調に推移し

ましたが、採算性の低い商品の取引を見直した結果、売上高は17,706百万円（前年同期比7.7％減）となりまし

た。

 

（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末に比べ1,802百万円減少し、198,498百万

円となりました。これは、受取手形及び売掛金の減少（4,821百万円）及び商品及び製品の増加（3,455百万円）が

主な要因であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ3,961百万円減少し、131,192百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金の減少（2,279百万円）及び未払法人税等の減少（1,592百万円）が主な要因であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,158百万円増加し、67,306百万円となりました。以上の結果、自己資本比率

は前連結会計年度末の32.4％から33.8％と1.4ポイント向上いたしました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 93,840,310 93,840,310
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 93,840,310 93,840,310 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

 
平成27年４月１日～
平成27年６月30日

 

－ 93,840 － 7,909 － 1,980

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿等の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　44,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　93,773,200 937,712 －

単元未満株式 普通株式　　　　23,010 － －

発行済株式総数 93,840,310 － －

総株主の議決権 － 937,712 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式2,000株及び株主名簿上は当社名義

となっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株を含めております。

　なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数20個を含めております。ただし、株主名簿

上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式に係る議決権の数20個は含めておりません。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社　山善

大阪市西区立売堀

二丁目３番16号
44,100 － 44,100 0.04

計 － 44,100 － 44,100 0.04

　（注）上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 37,810 34,332

受取手形及び売掛金 101,998 97,177

有価証券 9,000 12,500

商品及び製品 21,532 24,987

繰延税金資産 1,033 672

その他 5,801 4,131

貸倒引当金 △588 △565

流動資産合計 176,587 173,235

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,003 2,971

機械装置及び運搬具（純額） 143 139

工具、器具及び備品（純額） 308 294

土地 3,690 3,698

その他（純額） 206 241

有形固定資産合計 7,353 7,344

無形固定資産 2,318 2,299

投資その他の資産   

投資有価証券 12,387 13,945

破産更生債権等 116 114

退職給付に係る資産 37 38

繰延税金資産 112 104

その他 1,589 1,613

貸倒引当金 △199 △196

投資その他の資産合計 14,042 15,619

固定資産合計 23,714 25,263

資産合計 200,301 198,498
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 113,551 111,271

未払法人税等 2,241 649

繰延税金負債 51 48

賞与引当金 2,684 1,323

商品自主回収関連費用引当金 64 45

その他 11,690 12,535

流動負債合計 130,284 125,873

固定負債   

繰延税金負債 1,035 1,679

退職給付に係る負債 2,609 2,347

その他 1,223 1,291

固定負債合計 4,869 5,318

負債合計 135,153 131,192

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,909 7,909

資本剰余金 6,081 6,081

利益剰余金 44,165 45,070

自己株式 △16 △17

株主資本合計 58,139 59,044

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,846 5,902

繰延ヘッジ損益 401 268

為替換算調整勘定 3,090 3,317

退職給付に係る調整累計額 △1,515 △1,435

その他の包括利益累計額合計 6,823 8,053

非支配株主持分 185 209

純資産合計 65,148 67,306

負債純資産合計 200,301 198,498
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 94,708 110,559

売上原価 82,656 96,381

売上総利益 12,052 14,178

販売費及び一般管理費 10,488 11,057

営業利益 1,563 3,121

営業外収益   

受取利息 387 384

受取配当金 76 90

その他 40 26

営業外収益合計 504 502

営業外費用   

支払利息 390 368

その他 18 19

営業外費用合計 408 388

経常利益 1,659 3,234

特別利益   

固定資産売却益 5 1

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 5 1

特別損失   

固定資産除却損 0 0

その他 － 0

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 1,664 3,234

法人税、住民税及び事業税 161 647

法人税等調整額 434 537

法人税等合計 595 1,184

四半期純利益 1,068 2,050

非支配株主に帰属する四半期純利益 11 19

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,057 2,030
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 1,068 2,050

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 495 1,055

繰延ヘッジ損益 △186 △133

為替換算調整勘定 △230 231

退職給付に係る調整額 103 80

その他の包括利益合計 182 1,233

四半期包括利益 1,251 3,283

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,241 3,260

非支配株主に係る四半期包括利益 9 23
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方

法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映

させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来

にわたって適用しております。

　これによる損益及びセグメント情報に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

　　金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

当社グループ社員（住宅資金借入等の保証） 20百万円 当社グループ社員（住宅資金借入等の保証） 19百万円

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 32百万円 91百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 276百万円 272百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 750 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月９日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 1,125 12.00 平成27年３月31日 平成27年６月８日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等
前計

消去等

   

計
その他
(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 38,448 21,322 14,246 19,177 93,194 1,513 94,708 － 94,708

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 271 － － 271 2,576 2,847 △2,847 －

計 38,448 21,593 14,246 19,177 93,466 4,089 97,556 △2,847 94,708

セグメント利益 670 703 285 396 2,054 △474 1,579 △16 1,563

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等
前計

消去等

   

計
その他
(注)１

 生産財関連事業 (注)4 消費財関連事業 (注)4

 
国内
生産財

海外
生産財

住建 家庭機器

売上高          

外部顧客への売上高 47,328 30,676 12,952 17,706 108,665 1,894 110,559 － 110,559

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 288 － － 288 2,152 2,440 △2,440 －

計 47,328 30,965 12,952 17,706 108,953 4,046 113,000 △2,440 110,559

セグメント利益 1,409 1,377 182 573 3,543 △429 3,113 7 3,121

（注）１．「調整額　その他」の区分は、事業セグメントに識別されない構成単位であるイベント企画等の

サービス事業及び本社部門であります。

２．セグメント利益の「調整額」の主な内容は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

「その他」に含まれる各報告セグメント
に帰属しない全社費用

△545 △529

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．「生産財関連事業」は、工作機械、機械工具等の供給を通じて「モノづくり」をサポートする事

業分野、「消費財関連事業」は、住宅設備機器、ホームライフ用品等の供給を通じて「快適生活空

間づくり」を提案する事業分野であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11円28銭 21円65銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,057 2,030

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
1,057 2,030

普通株式の期中平均株式数（千株） 93,796 93,796

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　平成27年５月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議しております。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　1,125百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　12円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・　平成27年６月８日

（注）平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年８月10日

株　式　会　社　山　 善   

取　締　役　会　御　中   

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　口　　弘　志 　　㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　見　　勝　文 　　㊞  

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の

平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山善及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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